
第７期 第７回 横浜市子ども・子育て会議（総会） 

 

日  時：令和８年８月25日（火）午後６時00分～ 

開催方法：ハイブリット開催            

（横浜市庁舎18階みなと1・2・3会議室）  

 

次  第 

 

１ こども青少年局 局長あいさつ 

２ 部会からの報告 

３ 審議事項 

（１）「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の点検・評価について（令和７年度分） 

（２）「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の中間見直しについて（保育・教育等の量 

の見込み・確保方策） 

４ その他 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

資料１ 第７期横浜市子ども・子育て会議 委員名簿・部会名簿 

資料２ 第７期横浜市子ども・子育て会議 事務局名簿 

資料３ 横浜市子ども・子育て会議条例、横浜市子ども・子育て会議運営要綱 

資料４ 部会報告 子育て部会 

資料５ 部会報告 保育・教育部会 

資料６ 部会報告 放課後部会 

資料７ 部会報告 青少年部会 

資料８ 「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の点検・評価について（令和７年度分） 

資料９ 
よこはまわくわくプランにおける保育・教育等に関する「量の見込み」及び「確保方策」の 

中間見直しについて 

 



　資料１
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　資料２
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○横浜市子ども・子育て会議条例

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「支援法」という。）第72条

第１項、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

18年法律第77号。以下「認定こども園法」という。）第25条等の規定に基づき、横浜市

子ども・子育て会議（以下「子育て会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 子育て会議は、次に掲げる事務を行うものとする。 

(1) 支援法第72条第１項各号に掲げる事務を処理すること。

(2) 認定こども園法第17条第３項、第21条第２項及び第22条第２項並びに横浜市幼保連

携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関する条例（平成26年

９月横浜市条例第46号）第４条の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議

すること。 

(3) その他支援法第６条第１項に規定する子ども等に係る施策に関し市長が必要と認め

る事項を調査審議すること。 

２ 支援法第61条第１項の規定に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画について、次

世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）第８条第１項の規定に基づく市町村行

動計画、子ども・若者育成支援推進法（平成21年法律第71号）第９条第２項の規定に基

づく市町村子ども・若者計画及びこども基本法（令和４年法律第77号）第10条第２項の

規定に基づく市町村こども計画（以下「市町村行動計画等」という。）と一体のものとし

て策定し、及び評価するため、子育て会議において、市町村行動計画等の策定及び実施状

況に係る評価についての調査審議を併せて行うものとする。 

（組織） 

第３条 子育て会議は、委員20人以内をもって組織する。 

２ 委員は、支援法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援に関し学識経験のある者そ

の他市長が必要と認める者のうちから、市長が任命する。 
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（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（臨時委員） 

第５条 市長は、子育て会議に特別の事項を調査審議させるため必要があると認めるときは、

臨時委員若干人を置くことができる。 

２ 臨時委員は、市長が必要と認める者のうちから市長が任命する。 

３ 臨時委員の任期は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときまでとする。 

（委員長及び副委員長） 

第６条 子育て会議に委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によって定める。 

３ 委員長は、子育て会議を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 子育て会議の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長及び副委員長が選出され

ていないときは、市長が行う。 

２ 子育て会議は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長

の決するところによる。 

（部会） 

第８条 子育て会議に、部会を置くことができる。 

２ 部会は、委員長が指名する委員又は臨時委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、委員長が指名する。 

４ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、委員長の指名する部会の委員が、

その職務を代理する。 
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５ 第６条第３項の規定は部会長の職務について、前条（第１項ただし書を除く。）の規定

は部会の会議について、それぞれ準用する。この場合において、第６条第３項並びに前条

第１項本文及び第３項中「委員長」とあるのは「部会長」と、第６条第３項及び前条中「子

育て会議」とあるのは「部会」と、同条第２項及び第３項中「委員」とあるのは「部会の

委員」と読み替えるものとする。 

（関係者の出席等） 

第９条 委員長又は部会長は、それぞれ子育て会議又は部会において必要があると認めると

きは、関係者の出席を求めてその意見若しくは説明を聴き、又は関係者から必要な資料の

提出を求めることができる。 

（庶務） 

第10条 子育て会議の庶務は、こども青少年局において処理する。 

（委任） 

第11条 この条例に定めるもののほか、子育て会議の運営に関し必要な事項は、委員長が

子育て会議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

（委員の任期の特例） 

２ 第３条第２項の規定により平成27年４月１日に任命される委員の任期は、第４条第１

項本文の規定にかかわらず、同日から平成28年10月31日までとする。 

附 則（平成26年９月条例第59号） 

（施行期日） 

１ この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

の一部を改正する法律（平成24年法律第66号）の施行の日から施行する。ただし、次項

の規定は、公布の日から施行する。 

（準備行為） 

２ 横浜市子ども・子育て会議条例第１条に規定する子育て会議は、この条例の施行の日前

においても、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の
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一部を改正する法律による改正後の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第17条第３項の規定によりその権限に属さ

せられる事項について、この条例による改正後の横浜市子ども・子育て会議条例の規定の

例により、調査審議することができる。 

附 則（平成27年２月条例第12号） 抄 

（施行期日） 

１ この条例は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）の施行の日から施行する。

ただし、附則を附則第１項とし、同項に見出しを付し、附則に１項を加える改正規定は、

平成27年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月条例第７号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年２月条例第７号） 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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横浜市子ども・子育て会議運営要綱 

制定 平成 27 年３月５日 こ企第 1019 号（局長決裁） 

最近改正 令和８年２月 18 日 こ企第 516 号（局長決裁） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、横浜市子ども・子育て会議条例（平成 25 年３月横浜市条例第

18号。以下「条例」という。）に基づき設置される、横浜市子ども・子育て会議（以

下「子育て会議」という。）の組織、運営その他必要な事項について定めるものとす

る。 

 （部会） 

第２条 子育て会議は、条例第８条に基づき次の左欄に掲げる部会を置き、右欄に

掲げる事項を調査審議する。 

部会の名称 調査審議事項 

子育て部会 １ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること

（条例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

保育・教育

部会 

１ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること

（条例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

２ 特定教育・保育施設、特定地域型保育事業及び特定乳児等通園

支援事業の確認及び利用定員の設定に関すること（条例第２条第

１項第１号関係） 

３ 幼保連携型認定こども園の認可等に関すること（条例第２条第

１項第２号関係） 

４ 幼保連携型認定こども園の整備費補助対象の審査に関すること

（条例第２条第１項第３号関係） 

５ 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定に関するこ

と（条例第２条第１項第３号関係） 

６ 幼稚園・認定こども園預かり保育事業の認定先の審査に関する

こと（条例第２条第１項第３号関係） 

７ 幼稚園２歳児受入れ推進事業実施園の審査に関すること（条例

第２条第１項第３号関係） 

８ 子ども・子育て支援法に係る支給認定、利用者負担額等に関す

ること（条例第２条第１項第３号関係） 

放課後部会 １ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること

（条例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

青少年部会 １ 横浜市子ども・子育て支援事業計画の調査審議に関すること

（条例第２条第１項第１号及び第２条第２項関係） 

２ 部会は、必要に応じ部会長が招集する。 

３ 保育・教育部会における次の事項の決定は、子育て会議の決定とみなす。ただ

し、次回の子育て会議に報告しなければならない。 

(1) 特定教育・保育施設、特定地域型保育事業及び特定乳児等通園支援事業の利用

定員の設定に関すること（条例第２条第１項第１号関係）
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(2) 幼保連携型認定こども園の認可等に関すること（条例第２条第１項第２号関

係）

(3) 幼保連携型認定こども園の整備費補助対象の審査に関すること（条例第２条第

１項第３号関係）

(4) 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定に関すること（条例第２条

第１項第３号関係）

(5) 幼稚園・認定こども園預かり保育事業の認定先の審査に関すること（条例第２

条第１項第３号関係）

(6) 幼稚園２歳児受け入れ推進事業実施園の審査に関すること（条例第２条第１項

第３号関係）

（委員長又は部会長の専決事項） 

第３条 委員長は、軽易又は急施を要する事項で、子育て会議を招集する暇がない

ときは、これを専決できる。ただし、次の子育て会議に報告しなければならな

い。 

２ 第１項の規定は、第２条第３項について、部会長に準用する。この場合におい

て、第１項中「委員長」とあるのは「部会長」と、第１項中「子育て会議」とあ

るのは「部会の会議」と読み替えるものとする。 

（会議の公開） 

第４条 横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成12年２月横浜市条例第１

号）第31条の規定により、子育て会議（部会の会議を含む。）については、一般

に公開するものとする。ただし、委員の承諾があれば、会議の一部又は全部を非

公開とすることができる。 

（意見の聴取等） 

第５条 委員長は、子育て会議の運営上必要があると認めるときは、関係者の出席

を求め、その意見又は説明を聴くほか、資料の提出その他必要な協力を求めるこ

とができる。 

２ 第１項の規定は、部会長に準用する。この場合において、第１項中「委員長」

とあるのは「部会長」と、第１項中「子育て会議」とあるのは「部会の会議」と

読み替えるものとする。 

（守秘義務） 

第６条 委員及び臨時委員は、職務上知り得た秘密をもらしてはならない。その身

分を失った後も同様とする。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、運営に必要な事項は、委員長が子育て会議

に諮って定める。 

  附 則 

この要綱は、平成 27年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 28 年 11 月１日から施行する。 
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附 則 

この要綱は、平成 30年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和８年２月 18日から施行する。 
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子ども・子育て会議部会報告書
【子育て部会】

（期間）令和８年３月１日～令和８年８月７日

主な審議内容等開催日時回数

１ 審議事項
(1)「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の
点検、評価について（令和７年度分）
(2)その他

令和８年７月14日
18：00～20：00

第３回

１.部会開催状況

資料４
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第３回

(1) 「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の点検、評価について
（令和７年度分）

審議事項

事務局案の説明があり、内容について了承した。報告内容

基本施策２ 地域における子育て支援の充実
・こども家庭センター機能が全区展開されることについて、市民にとって何が変
わったのかわかりやすく伝えてほしい
・こどもと一緒に過ごす親子の居場所は気軽な相談、仲間づくりに効果がある。
相談支援体制の充実と合わせて、さらに充実してほしい
・親と子のつどいの広場について、今後の児童数減の中で、地域の中でなじむこ
とができた居場所を年齢を超えてずっといられるような場所になったらよい

主な意見

２.主な報告事項
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第３回

基本施策５ 障害児・医療的ケア児等への支援の充実
・療育センター巡回訪問について、５歳児健診の開始に伴い初期支援への対応増加
が見込まれるため、目標達成に向けて体制整備や工夫を進めてほしい。
・児童発達支援事務所および放課後等デイサービス事業所への運営指導について、
国が求める３年に１回の実施を下回らないように取り組んでほしい
・教育と福祉が日ごろから連携し、学校だけで抱え込まない体制作りが重要。学
校、福祉、家庭が連携し、こどもを地域全体で支える体制づくりを一層推進して
ほしい
・福祉の事業所の質向上に向けたアンケートについて匿名性が十分確保されず本音
を書きにくいという声がある。市として匿名性を確保した調査を実施し、利用者
や保護者の声を把握する仕組みを検討いただきたい
・相談支援事業所の廃止や療育センターからの移行時に支援が途切れないように、
適切な引継ぎ、切れ目のない相談支援体制をお願いしたい。

基本施策７ ひとり親家庭の自立支援／ＤＶ被害者支援／困難な問題を抱える女
性への支援
・ひとり親サポートよこはまについて、相談にあたり預かりサービスがあると使
いやすいのではないか

主な意見
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子ども・子育て会議部会報告書
【保育・教育部会】

（期間）令和８年３月１日～令和８年８月７日

主な審議内容等開催日時回数

１ 審議事項
(1)特定教育・保育施設、特定地域型保育事業及び特定乳児
等通園支援事業の利用定員について

(2)幼保連携型認定こども園の認可及び建設費等補助金交付
先法人の審査について

(3)法人の自主財源による整備に伴う幼保連携型認定こども
園の認可について

令和８年３月２日
18：00～19：35

第８回

１ 審議事項
(1)保育提供体制のための実施計画及び整備計画等について

２ 報告事項
(1)令和８年４月１日現在の保育所等利用待機児童数につい
て

令和８年５月27日
18：00～19：20

第９回

１.部会開催状況

資料５

１ 審議事項
(1)「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の点検・評
価について（令和７年度分）

(2)「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の中間見直
しについて（保育・教育等の量の見込み・確保方策）

令和８年８月７日
18：00～20：00

第10回
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第８回

(1)特定教育・保育施設、特定地域型保育事業及び特定乳児等通園支援事業の利用
定員について

審議事項

付議された利用定員について承認した。報告内容

特になし。主な意見

(2)幼保連携型認定こども園の認可及び建設費等補助金交付先法人の審査について審議事項

付議された３件のうち採択基準を満たした２件を認可対象とし、建設費等補助金
交付先とすることを承認した。

報告内容

特になし。主な意見

(3)法人の自主財源による整備に伴う幼保連携型認定こども園の認可について審議事項

付議された１件を認可対象とすることを承認した。報告内容

特になし。主な意見

２.主な報告事項

【添付資料】第７期横浜市子ども・子育て会議 第８回保育・教育部会の審議結果
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第９回

(1)保育提供体制のための実施計画及び整備計画等について審議事項

付議された内容について承認した。報告内容

様々な取組と不断の努力により待機児童ゼロを達成した自治体が、国の補助制度
の対象外となることには疑問がある。横浜市のような大都市で待機児童ゼロを実
現・維持する難しさを、国にも理解していただきたい。

主な意見

(1)令和８年４月１日現在の保育所等利用待機児童数について報告事項

事務局案について承認した。報告内容

障害児等の受入に係る保育士等の追加配置に係る助成単価の引上げは評価してい
る。一方で、補助金が必ずしも人員配置に充てられていないとの声もある。環境
整備に活用される場合もあるが、保護者としては必要な人員配置を期待している
ため、補助金の使途や制度のあり方について、今後ご検討いただきたい。

主な意見
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第10回

(1)「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の点検・評価について
（令和７年度分）

審議事項

付議された内容について承認した。報告内容

・幼保小連携は積極的に推進されており、その取組内容は高く評価できる。一方
で、学校数による実績のみではＢ評価となるため、量的指標に加え、連携内容の
質や深まりを評価軸に加えることで、現場の取組意欲向上に繋がるのではないか。
・こどもの性暴力防止法への対応に伴い、教育・保育現場に重い負担がかかると
思うが、現場への支援や負担軽減策についてどのように考えているのか。

主な意見

(2)「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の中間見直しについて
（保育・教育等の量の見込み・確保方策）

審議事項

付議された内容について承認した。報告内容

・今回は保育・教育の量の議論が中心であるが、待機児童ゼロを達成しているこ
とからも、今後は量の確保に加え、質の確保についても取組を進めていただきた
い。
・保育・教育の量の見込みの減少を踏まえ、乳児等通園支援事業の受入れ枠とし
て活用する施策を検討すべき。

主な意見
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第７期横浜市子ども・子育て会議 第８回保育・教育部会の審議結果 

 

令和８年３月２日開催の保育・教育部会における審議結果は、次のとおりです。 

 

（１）  特定教育・保育施設、特定地域型保育事業及び特定乳児等通園支援事業の利用定員につ

いて 

 

審議の結果、付議された利用定員について承認しました。 

 

 

（２）幼保連携型認定こども園の認可及び建設費等補助金交付先法人の審査について 

 

審議の結果、付議された３件のうち採択基準を満たした２件を認可対象とし、建設費等補助金

交付先とすることを承認しました。 

  

  所在区 施設名（仮称） 法人名 定員 事業開始日(予定) 

1 青葉 
幼保連携型認定こども園 

もえぎ野幼稚園 
（学）高橋学園 32 R11.4.1 

2 旭 
認定こども園 つくの幼稚

園 
（学）本田学園 28 R11.4.1 

 

 

（３）法人の自主財源による整備に伴う幼保連携型認定こども園の認可について 

 

審議の結果、付議された１件を認可対象とすることを承認しました。 

 

  所在区 施設名（仮称） 法人名 定員 事業開始日(予定) 

1 神奈川 
認定こども園 ニューライ

フ幼稚園 

（学）ニューライフ

学園 
59 R9.4.1 
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子ども・子育て会議部会報告書
【放課後部会】

（期間）令和８年３月１日～令和８年８月７日

回数 開催日時 主な審議内容等

第４回 令和８年７月８日
18：30～19：15

１ 報告事項
(1)こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の点
検・評価について（令和７年度分）

１.部会開催状況

資料６
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第４回

報告事項
(1)こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の点検・評価について（令
和７年度分）

報告内容 審議の結果、点検・評価（案）について承認した。

主な意見

・夏休みの昼食提供事業について、提供されるお弁当のご飯は温かくされている
がおかずは少し冷たい。衛生管理の観点から難しい面もあると思うが、より美
味しく食べられるような工夫があると良いと思った。

・重点テーマの評価について、実績値が現状値より減っていてもＡ評価となって
いるものが見受けられた。評価基準に基づいた結果であることは理解できるが、
市民に誤解なく伝わるような補足説明が必要ではないかと感じた。

・指標の進捗評価については、市民への丁寧な説明を前提としつつ、事業の進捗
に大きな問題が生じていないかを確認するためのものと位置づけることが適切
ではないかと思う。全体の状況としては順調に進んでいるとの印象を受けた。

２.主な報告事項
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子ども・子育て会議部会報告書
【青少年部会】

（期間）令和８年３月１日～令和８年８月７日

主な審議内容等開催日時回数

１ 審議事項
「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の点
検・評価について（令和７年度分）

２ 報告事項
青少年の体験機会及び居場所に関する検討会の実施状況に
ついて

令和８年７月28日
13：30～15：30

第３回

１.部会開催状況

資料７
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第３回

「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の点検・評価について（令
和７年度分）

審議事項

事務局から、「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」の点検・評価
（令和７年度分）について、内容の報告を受けた。

報告内容

・公園は、子ども・若者にとって最も身近で利用頻度の高い公共施設だが、
都市部では高学年の子どもがボール遊びなどをしたくてもできない状況になって
いる。「安全・安心な公園づくり」にあたっては、そうした子どもの視点も踏ま
えて考えることが大切との意見があった。

・子どもや若者が横浜市の施策についてどう感じているかを直接把握し、施策評
価に反映していくとよいとの意見があった。あわせて、若者自身が政策形成に参
加できる仕組みづくりが必要との意見もあった。

・居場所事業等の利用者評価だけでなく、利用していない子ども・若者のニーズ
把握も必要との意見があった。また、経済格差による体験格差への対応、多様な
居場所の確保、性や人権への配慮、命の大切さを学ぶ機会の充実などを施策に反
映すべきとの意見が出された。

主な意見

２.主な報告事項
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第３回

青少年の体験機会及び居場所に関する検討会の実施状況について報告事項

事務局から、青少年の体験機会及び居場所に関する検討会の実施状況について、
内容の報告を受けた。

報告内容

・野外活動施設や居場所事業は、青少年の成長を支える重要な基盤であり、利用
実態やニーズの変化を踏まえながら、利用団体や市民とともに活性化や有効活用
の方策を検討すべきとの意見があった。

・野外活動施設については、学校利用の減少が課題となる中、家族利用や地域団
体利用など新たな利用層の拡大を図る必要があるとの意見があった。また、自然
体験プログラムやアドベンチャー活動、親子向け体験プログラムなど、施設の魅
力を高める取組や情報発信を進めるべきとの提案があった。

・青少年の居場所については、「利用者の満足度」だけでなく、「利用していな
い理由」や「現在どのような場所を居場所としているのか」を把握することが重
要との意見があった。また、中学生と高校生ではニーズや行動範囲が異なること
から、実態把握を踏まえた施策展開が必要との指摘があった。

主な意見

２.主な報告事項
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「こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン」における
各施策・事業の点検・評価について

＜令和７年度分＞

こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン（計画期間：令和７～11年度）
を着実に推進していくため、子ども・子育て会議において、重点テーマ及び
各施策・主な事業等の実施状況について、毎年度、点検・評価を行います。

１ 点検・評価の実施

点検・評価にあたっては、実績数値による評価に加え、数値だけでは把握できな
い点について、施策を進める過程の評価や必要に応じた市民ニーズの把握なども
行います。これらを踏まえ、次の視点から点検・評価を実施します。

２ 点検・評価の方法

25
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（１）進捗状況
指標や想定事業量の進捗度は、原則として、各年度の実績について目標に対する進捗率(Ｘ)を、４段階で

評価します。
なお、想定事業量の設定がないもの等、進捗率が把握できないものについては、個別に評価します。

２ 点検・評価の方法

評価 内容

Ｓ Ｘ ≧ 120％ （計画以上に進んでいる）

Ａ 120％ ＞ Ｘ ≧  90％ （概ね計画どおりに進んでいる）

Ｂ 90％ ＞ Ｘ ≧  50％ （計画より若干遅れている）

Ｃ 50％ ＞ Ｘ （計画より大幅に遅れている）

（２）有効性
各施策の主な事業・取組について、特に有効性が高いと判断した場合に「○」、客観的な根拠に基づいて

有効性を測れていない（もしくは、評価することがなじまない）場合は「※」を付けます。

100人/年
117人/年

133人/年
150人/年

167人/年
183人/年

200人/年

0人/年

50人/年

100人/年

150人/年

200人/年

250人/年

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

第３期 計画期間

＜事業の目標設定の一例（イメージ）＞

今回は７年度の
目標に対する実績
の進捗率で評価
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第４章 施策体系と事業・取組
子育て
部会

保育・教育
部会

放課後
部会

青少年
部会

重点テーマⅠ 全てのこどものウェルビ－イングを支える ○ ○ ○ ○

重点テーマⅡ 子育て家庭が実感できる「ゆとり」を生み出す ○ ○ ○ ○

基本施策１ 生まれる前から乳幼児期までの一貫した支援の充実 ○

基本施策２ 地域における子育て支援の充実 ○

基本施策３ 乳幼児期の保育・教育の充実と学齢期への円滑な接続 ○

基本施策４ 学齢期から青年期までのこども・若者の育成施策の推進 ○ ○

基本施策５ 障害児・医療的ケア児等への支援の充実 ○

基本施策６ 困難を抱えやすいこども・若者への支援施策の充実 ○

基本施策７
ひとり親家庭の自立支援／ＤＶ被害者支援／困難な問題を抱える女性への
支援

○

基本施策８ 児童虐待防止対策と社会的養育の充実 ○

基本施策９ 社会全体でこども・若者を大切にする地域づくりの推進 ○

３ 点検・評価の進め方

各部会において、所掌する各施策・主な事業等に関する点検・評価を行います。

また、総会においてとりまとめを行った後、本市ホームページ等で結果を公表します。
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№ 指標 直近の現状値
（令和５年度）

令和７年度 目標値
（令和11年度）実績値 進捗状況

１
青少年の地域活動拠点等において利用者の自己肯定
感が高まったと感じた割合 63.0％ 74.0％ Ａ 70.0％

２
よこはま子ども・若者相談室の利用者アンケ－トで
「気持ちが軽くなった」と回答した割合 68.4％ 62.7％ Ｂ 80.0％

３

「横浜市学力・学習状況調査」における生活
・学習意識調査のうち、生活意識に関する次の各項
目で肯定的に回答した割合
①将来の夢や目標を持っていますか
②自分のことが好きですか
③自分には良いところがあると思いますか

小学生
①86.3％
②78.6％
③81.9％

中学生
①71.0％
②71.7％
③78.2％

小学生
①86.4％
②83.6％
③84.7％

中学生
①70.1％
②75.5％
③81.3％

Ａ 維持・向上

【重点テーマⅠ】全てのこどものウェルビーイングを支える

４ 重点テーマにおける「アウトカム指標」の進捗状況
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№ 指標 現状値
（令和６年度）

令和７年度 目標値
（令和11年度）実績値 進捗状況

１
子育て家庭の「時間的負担感」が軽減されていると
思う人の割合 34.4％ 37.6％ Ａ 42.5％

２
子育ての困り事がいつでも相談でき、「精神的負担
感」が軽減されていると思う人の割合 32.1％ 30.6％ Ｂ 42.5％

３
子育て家庭の「経済的負担感」が軽減されていると
思う人の割合 45.6％ 43.9％ Ａ 50.6％

4
子育て家庭のほしい情報に簡単にアクセスできるこ
とにより、「子育ての見通し」が持てていると思う
人の割合

35.9％ 34.1％ Ｂ 51.6％

5 こどもの「預けやすさ」が実感できている人の割合 20.1％ 21.0％ Ａ 29.8％

6
親子が「身近な遊び場・居場所」で楽しむことがで
きていると思う人の割合 51.3％ 47.0％ Ｂ 59.9％

7 「小1の壁」が打破されていると思う人の割合 25.4％ 24.8％ Ｂ 39.4％

【重点テーマⅡ】子育て家庭が実感できる「ゆとり」を生み出す

４ 重点テーマにおける「アウトカム指標」の進捗状況
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基
本
施
策

№ アウトカム 指標
直近の
現状値

（５年度）

令和７年度

目標値
（11年度）

実績値 進捗状況

1

１

「４か月健診の問診票」から育
てにくさを感じている方が、相
談先を知っているなど、解決方
法を知っている

「４か月健診の問診票」から育てにくさ
を感じている方が、相談先を知っている
など、解決方法を知っている割合

78.7％ 78.3％ Ａ 81.6％

２

３歳児健診で、お子さんに対し
て育てにくさを感じている方が、
相談先を知っているなど、解決
方法を知っている

「３歳児健診の問診票」から育てにくさ
を感じている方が、相談先を知っている
など、解決方法を知っている割合

80.4％ 80.4％ Ａ 83.0％

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計

４ 11 ８ ０ 23

17.4％ 47.8％ 34.8％ 0.0％

５ 各施策のアウトカムに対する「指標」の進捗状況

【基本施策１】生まれる前から乳幼児期までの一貫した支援の充実

【指標の進捗状況】評価一覧

30



【基本施策２】地域における子育て支援の充実
【基本施策３】乳幼児期の保育・教育の充実と学齢期への円滑な接続

５ 各施策のアウトカムに対する「指標」の進捗状況

※基本施策２における指標は、5年に1度実施する「利用ニーズ把握のための調査」の回答結果を基に設定しているため、該当年度（令和10年度）以外は、以下の類似指標をもとに進捗
状況を評価しています。

※１「親子の居場所における利用者数」を地域子育て支援事業（地域子育て支援拠点事業）量の見込み（61,773人/月）の数字と比較し評価
※２「子育て世代向けの意識調査」における「子育ての困り事がいつでも相談でき、「精神的負担感」が軽減されていると思う人の割合」で評価
※３「子育て世代向けの意識調査」における「親子が「身近な遊び場・居場所」で楽しむことができていると思う人の割合」で評価

基
本
施
策

№ アウトカム 指標
直近の
現状値

令和７年度
目標値

（11年度）
実績値 進捗状況

２

１
親子の居場所の利用を通じて、
つながりをつくったり、情報が
得られている

「利用ニーズ把握のための調査」において、親
子の居場所を「利用している」「過去利用して
いた」と回答した割合

50.6％
（53,654人）※1

(56,834人)※1 Ａ※1 57.0％
【令和10年】

２
子育てについて不安に感じる方
が減少する

「利用ニーズ把握のための調査」において、現
在の子育てについて、不安を感じたり、自信が
持てなくなることが「よくあった」「時々あっ
た」と回答した割合

58.3％
（32.1％）※2

(30.6％)※2 Ｂ※2 55.0％
【令和10年】

３
子育て家庭が地域に見守られて
いる

「利用ニーズ把握のための調査」において、子
育てをしていて地域社会から見守られている、
支えられていると「感じる」「どちらかといえ
ばそう感じる」と回答した割合

32.4％
（51.3％）※3

(47.0％)※3 Ｂ※3 55.0％
【令和10年】

３

１ 待機児童の解消 待機児童数 ５人 ０人 Ａ ０人

２
こどもたちが、自分の思いや主
体性を尊重された保育・教育を
受けている

保育・教育施設へのアンケートにおいて、こど
も一人ひとりの思いをくみ、興味関心に合わせ
た柔軟保育を施設全体で実践していると回答し
た割合

46.0％ 58.7％ Ａ 70.0％
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【基本施策４】学齢期からの青年期までのこども・若者の育成施策の推進
【基本施策５】障害児・医療的ケア児等への支援の充実

５ 各施策のアウトカムに対する「指標」の進捗状況

基
本
施
策

№ アウトカム 指標
直近の
現状値

（５年度）

令和７年度
目標値

（11年度）
実績値 進捗状況

４

１
クラブを利用する児童の満足度
の向上

放課後キッズクラブ・放課後児童クラブ
を利用する児童へのアンケートのうち、
「クラブは楽しいですか」の項目で「楽
しい」「どちらかというと楽しい」と回
答した児童の割合

89.0％ 94.5% Ａ 95.0％

２
こども・若者が居場所を持ち、
多様な体験を重ねることで自身
の成長を感じることができる

青少年の地域活動拠点等において利用者
の自己肯定感が高まったと感じた割合※ 63.0％ 74.0％ Ａ 70.0％

３

多様な地域資源が連携し、ネッ
トワークを構築することで、地
域でこども・若者の見守りが充
実している

地域で青少年育成の連携・協働を促進す
るため、（公財）よこはまユースが支援
を行った団体数

757団体 823団体 Ａ 877団体

５

１
地域療育センターと保育所等の
地域の関係機関との連携が図れ
ている

地域療育センターが実施する保育所等へ
の巡回訪問回数 2,496回 2,484回 Ｂ 3,500回

２
保育所等に通う医療的ケア児へ
の支援力が強化され、医療的ケ
ア児が安心して通園できる

保育所等医療的ケア児支援看護師研修受
講者アンケートで研修内容が日頃の業務
に活用できると回答した割合

91.8％ 89.9％ Ｂ 100％
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【基本施策６】困難を抱えやすいこども・若者への支援施策の充実
【基本施策７】ひとり親家庭の自立支援／ＤＶ被害者支援／困難な問題を抱える女性への支援

５ 各施策のアウトカムに対する「指標」の進捗状況

基
本
施
策

№ アウトカム 指標
直近の
現状値

（５年度）

令和７年度
目標値

（11年度）
実績値 進捗状況

６

１ 若者が社会参画している
青少年相談センター、地域ユースプラザ、
若者サポートステーションの支援による
改善者数

1,539
人／年

1,322人 Ｂ
7,700人
（累計）

２
こども・若者の不安や悩みが軽
減している

よこはま子ども・若者相談室の利用者ア
ンケートで「気持ちが軽くなった」と回
答した割合

68.4％ 62.7％ Ｂ 80.0％

３
ヤングケアラーを社会全体で見
守り、支える環境づくりができ
ている

ヤングケアラー支援研修等の受講者数 998人／年 1,671人 Ｓ
6,000人
（累計）

７

１
ひとり親家庭が本市支援により
就労に至っている

ひとり親サポートよこはま等の支援によ
り就労に至ったひとり親の数 345人／年 278人 Ｂ

1,800人
（累計）

２
ひとり親家庭のこどもが進学や
就職に向けて取り組んでいる

思春期・接続期支援事業の事後アンケー
トで「将来の夢や就職について目標があ
る」と回答したこどもの割合

68.1％ 60.2％ Ｂ 70.0％

３
ＤＶ等被害者が、適切に相談支
援につながっている

ＤＶに関する相談件数 4,527件 5,025件 Ａ 5,000件
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【基本施策８】児童虐待防止対策と社会的養育の推進
【基本施策９】社会全体でこども・若者を大切にする地域づくりの推進

５ 各施策のアウトカムに対する「指標」の進捗状況

基
本
施
策

№ アウトカム 指標
直近の
現状値

（５年度）

令和７年度
目標値

（11年度）
実績値 進捗状況

８

１
こどもの安心安全が保障されて
いる社会の実現（虐待死の根
絶）

児童虐待による死亡者数 ２人 ０人 Ａ ０人

２
こどもと保護者の心理・社会的
孤立の解消

①こども家庭センター設置数
②合同ケース会議での協議件数（妊産
婦・こども、子育て家庭に対する一
体的支援の実施数）

①３か所
【６年度】

② ―

①６カ所
②11,332

件
Ａ

①18カ所
②30,000

件

３
こどもの最善の利益を図るため
の家庭養育の優先

①里親委託率
②里親登録者数
③ファミリーホーム設置数

①20.7％
②277組
③８カ所

①25.2%
②275組
③８か所

Ａ
①36.8％
②430組
③９カ所

９

１
男女共に仕事と子育てを両立で
きる環境が整備されている

市内事業所における男性の育児休業取得
率 40.6％ 58.5％ Ｓ

40.6％
以上

２
こどもや子育てにやさしい地域
づくりが進んでいる

子育て環境が整っていることを理由に、
横浜に住み続けたいと考える子育て世帯
等の割合

15.2％ 18.5％ Ａ 20.0％
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６ 各施策における「主な事業・取組」の進捗状況及び有効性

№ 事業・取組名 想定事業量

上段：実績値（※各年度の年度末時点）
下段（左）：進捗状況評価 （右）：有効性評価

評価理由

R7年度

所管課
直近の現状値
（R5年度） R11年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

予算額
(千円)

13 産婦健康診査事業 １カ月健診の受診率 87.2％ 90.0％

88.8%

【進捗状況】
母子健康手帳交付時に、安全

な出産を迎えるため定期的に産
婦健診を受診するよう案内する
など受診勧奨に取り組んだ結果
概ね 計画通りに進んでいます
（令和７年度目標値に対する進
捗率：100.8％） 199,542

地域子育て
支援課

A ○

【有効性】
産婦健康診査時（R7：19,496

件）に必ず心の健康アンケート
を実施することで支援が必要な
方を把握し、区福祉保健セン
ター等にて継続的に支援につな
げています。

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計

13 155 28 ０ 196※

6.6％ 79.1％ 14.3％ 0.0％

【進捗状況】評価一覧

【記載例】
※複数年に１度の実施事業など除外
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毎年、こどもの意見表明に関する取組やこどもの意見の施策への反映状況について取りまとめ、公表するとともに、庁内で共有し好事例の横展開を図ることで、こどもの視点に立ったこども・子育て施策をよ
り一層推進していきます。

令和７年４月に施行した横浜市こども・子育て基本条例を踏まえ、こどもの意見表明の機会確保と施策への反映を進めるために必要な体制の整備に取り組みました。庁内において、こどもの意見を尊重する
意識を浸透させながら、本市の施策・取組に関するこどもの意見表明の機会の確保に積極的に取り組んでいます。
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よこはまわくわくプランにおける保育・教育等

に関する「量の見込み」及び「確保方策」の

中間見直しについて
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論点① 保育・教育に関する「量の見込み」「確保方策」の見直し

①推計児童数を現状に合わせて補正し、保育・教育に関する「量の見込み（利用に関するニーズ量）」について

見直します。

令和11年度

①当初計画 ②中間見直し(案) 差（②－①）

推計児童数（０～５歳児） 137,086人 130,880人 ▲ 6,206人

保育に関する「量の見込み」 78,800人 75,534人 ▲ 3,266人

教育に関する「量の見込み」 24,561人 24,054人 ▲ 507人

②保育に関する「量の見込み」の中間見直しを踏まえ、量の見込みに対する確保方策（保育所等の受入枠拡大）

を、「404人/年」から「381人/年」に変更します。

計画策定時 中間見直し(案)

保育に関する「量の見込みに対する確保方策（増加分）」
（保育所等の受入枠拡大）

1,212人
（404人/年）

1,142人
（381人/年）
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論点② 乳児等通園支援事業に関する「量の見込み」「確保方策」の見直し

①推計児童数を現状に合わせて補正し、乳児等通園支援事業に関する「量の見込み（利用に関するニーズ量）」

について見直します。

令和11年度

①当初計画 ②中間見直し(案) 差（②－①）

推計児童数（6か月～満３歳） 21,941人 20,513人 ▲ 1,428人

乳児等通園支援事業に関する
「量の見込み」

1,246人※ 1,081人※ ▲ 165人

②「量の見込み」の見直しを踏まえ、乳児等通園支援事業に関する「確保方策」についても見直しを行います。

これに基づき、必要な整備量の確保に向けて計画的に事業を推進します。

当初計画 中間見直し(案)

乳児等通園支援事業に関する「量の見込みに対する確保方策」
（提供体制の確保）

1,246人
（月当たり）

1,081人
（月当たり）

※月当たりに必要な定員数
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１ 保育・教育等に関する「量の見込み」及び「確保方策」の中間見直しについて

 第３期横浜市子ども・子育て支援事業計画（計画期間：令和７～11年度、以下「わくわく

プラン」）では、下記①～③の「量の見込み」及び「確保方策」（※１）を定めており、計

画期間の中間年（令和９年度）を目安に見直すとしています。

① 保育・教育

② 乳児等通園支援事業（※２）

③ 地域子ども・子育て支援事業（※３）

 計画値を年度当初（４月１日）で設定している①保育・教育、②乳児等通園支援事業

に関する「量の見込み」及び「確保方策」については、８年度に見直しを行います。

※１ 量の見込み…利用に関するニーズ量 ／ 確保方策…量の見込みに対応する確保量と実施時期

※２ 法改正による計画上の位置付けの変更を踏まえ、保育・教育の見直し時期に合わせる

※３ 計画値を年度末（３月31日）で設定しているため、９年度に見直し
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２ 中間見直しのスケジュール

子ども・子育て会議 保育・教育部会

８月７日 保育・教育等に関する「量の見込み」及び「確保方策」の審議

子ども・子育て会議 総会

８月25日 保育・教育等に関する「量の見込み」及び「確保方策」の審議

令和９年３月（予定） 神奈川県との協議を経て確定

子ども・子育て会議 総会で報告予定
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３ 中間見直しの考え方

 保育に関する「量の見込み」は、

・区別（18 区）

・年齢区分別（０歳児、１歳児、２歳児、３～５歳児）

の「推計児童数」にそれぞれの「ニーズ割合」を乗じて積み上げて算出

【量の見込み】

令和11年度の推計児童数 × ニーズ割合 ＝ 量の見込み（保育、令和11年度）

【確保方策】

令和11年度の量の見込み － 令和８年４月時点での確保量 ＝ 確保方策（令和11年度まで）
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４ 推計児童数の算出について(①本市における25～39歳の女性人口の推移)

 本市では、令和６年に続き、令和７年中の人口が増加し、20～40代の社会増減はプラス

１万7545人で過去20年で最大となった

 国の調査（令和６年）における母の年齢別出生数を見ると、25～39歳の年齢層が86.6％を

占めており、本市における25～39歳の女性人口も、令和５年度から増加傾向にある

※実績（住基）の人口は各年３月31日時点

合計 686,173

20～24歳 42,757 6.2％

25～29歳 177,838 26.9％

30～34歳 253,444 36.9％

35～39歳 162,659 23.7％

40～44歳 43,471 6.3％

45～49歳 1,609 0.2％

全国の母の年齢（５歳階級）別にみた出生数・割合

86.6％

※19歳以下：4,258人、50歳以上：125人

※令和６年人口動態統計（確定数）の概況（厚生労働省）

横浜市の
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 近年、横浜市の０歳児人口は令和３年度を除き、大きく減少し続けているが

・令和７年度の出生数は21,964人で、前年度比114人増（＋0.52％）

・令和７年度末の０歳児人口（住基ベース）も21,546人で、前年度比152人増（＋0.71％）

となっている（≒「出生数」と「０歳児人口」の推移に大きな差はない状況）

※人口は、各年３月末時点（住基）のデータを翌年度（４月1日）の
数値として記載

４ 推計児童数の算出について(②本市における出生数・０歳児人口の推移)
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以上のような近年の動向を踏まえると、「25～39歳女性人口の増加」が直ちに出生数の

増につながるかは不明だが、本市における今後の推計児童数を見直す上で、出生数のト

レンドが変化している可能性（しばらく下げ止まる可能性）を考慮する必要がある

 令和８年４～７月の出生数は7,555人で、前年度比68人増（＋0.9％）となっている

 また、母子手帳の発行数（妊娠中）を見ると

・令和７年度は24,217件で微増傾向（前年度比＋1.4％）

・７年８月～８年３月の発行数（←32週後（８か月後）出産と仮定すると、８年４～11月出産想定）は

16,344件で前年度比276件増（＋1.7％）

となっており、８年度も当面は出生数が横ばい、または微増傾向で推移することが見込まれる

４ 推計児童数の算出について(③本市における出生数の今後の見込み)

83
83



４ 推計児童数の算出について(④今回の中間見直しにおける算出方法（案）)

R7 R8 R9 R10 R11

0歳児 21,394 21,546 21,546 21,546 21,546 

1歳児 22,873 21,676 21,822 21,822 21,822

2歳児 23,394 22,695 21,510 21,650 21,650

3歳児 24,953 23,419 22,715 21,535 21,671

4歳児 25,056 24,944 23,413 22,707 21,530

5歳児 26,385 25,007 24,894 23,368 22,661

 近年の人口動向の変化や出生数の推移、転入・転出等の社会動態の変化を踏まえ、

・０歳児のＲ９～11年度の推計人口は、Ｒ８年度の実績値を横置き

・１歳児以降の推計人口は（過去の長期的な人口動向ではなく）より直近の実績（Ｒ７～８年度）、及び

各区・各年齢の実績人口から算出したコーホート変化率（同一世代が１年間でどの程度増減したかを示す率）

を用いて推計を行った。

A％

B％

C％

D％

E％

（単位：人）
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４ 推計児童数の算出について(⑤今回の中間見直しにおける算出結果)

R7 R8 R9 R10 R11

①当初計画

0歳児 22,626 22,795 23,069 23,351 23,567 

1歳児 22,276 22,570 22,738 23,014 23,294

2歳児 23,508 22,237 22,530 22,699 22,972

3～5歳児 76,330 73,427 70,572 68,054 67,253 

合計 144,740 141,029 138,909 137,118 137,086 

②補正後
（R7・8は実績）

0歳児 21,394 21,546 21,546 21,546 21,546 

1歳児 22,873 21,676 21,822 21,822 21,822

2歳児 23,394 22,695 21,510 21,650 21,650

3～5歳児 76,394 73,370 71,022 67,610 65,862

合計 144,055 139,287 135,900 132,628 130,880

差（②ー①）

0歳児 ▲ 1,232 ▲ 1,249 ▲ 1,523 ▲ 1,805 ▲ 2,021

1歳児 597 ▲ 894 ▲ 916 ▲ 1,192 ▲ 1,472

2歳児 ▲ 114 458 ▲ 1,020 ▲ 1,049 ▲ 1,322

3～5歳児 64 ▲ 57 450 ▲ 444 ▲ 1,391

合計 ▲ 685 ▲ 1,742 ▲ 3,009 ▲ 4,490 ▲ 6,206

【算出結果】推計児童数
（単位：人）
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５ 保育・教育における「量の見込み」の見直し案について

１ 保育（２号・３号）について

量の見込み（令和11年度）（※１） ＝ 令和11年度の推計児童数 × ニーズ割合（※２）

なお、各年度の「量の見込み」は、令和８年度の実績値と令和11年度の量の見込みの
差を、中間見直し後の３年間で均等に配分して設定します。

※１ 全市の量の見込みは、区別・年齢別に算出したものの積み上げ
※２ ニーズ割合については、本計画策定時に行ったニーズ調査をもとに算出した割合を据え置き

【案】保育に関する「量の見込み」（全市）

ニーズ
割合

（R11）

中間見直し（案） 当初計画 差
R8

（実績値） R9 R10 R11 R11-R8 R8 R9 R10 R11 R11-R8 R11

０歳児 26.1% 6,090 5,934 5,778 5,622 ▲ 468 6,249 6,217 6,185 6,154 ▲ 95 ▲ 532
１歳児 64.7% 13,173 13,481 13,789 14,095 922 14,164 14,466 14,768 15,069 905 ▲ 974
２歳児 64.8% 14,962 14,644 14,326 14,009 ▲ 953 14,830 14,848 14,866 14,885 55 ▲ 876

３～５歳児 63.5% 51,879 48,522 45,165 41,808 ▲ 10,071 47,436 45,854 44,272 42,692 ▲ 4,744 ▲ 884
計 ー 86,104 82,581 79,058 75,534 ▲ 10,570 82,679 81,385 80,091 78,800 ▲ 3,879 ▲ 3,26686



①中間見直し（案） ②当初計画 差（①－②）
R9 R10 R11 ３か年計 R9 R10 R11 ３か年計 R9 R10 R11 ３か年計

増加分 381 381 380 1,142 404 404 404 1,212 ▲ 23 ▲ 23 ▲ 24 ▲ 70
減少分 ▲ 3,904 ▲ 3,904 ▲ 3,904 ▲11,712 ▲ 1,698 ▲ 1,698 ▲ 1,695 ▲ 5,091 ▲ 2,206 ▲ 2,206 ▲ 2,209 ▲ 6,621

５ 保育・教育における「量の見込み」の見直し案について

【量の見込みの増減】

※ 増加分：R8（実績値）と比較し、各区・年齢区分ごとの量の見込みがR11に向けて増加する分（R11-R8＝プラス（ R11＞R8 ））を合計

減少分：R8（実績値）と比較し、各区・年齢区分ごとの量の見込みがR11に向けて減少する分（R11-R8＝マイナス（ R11＜R8 ））を合計

合計 増加分 減少分

0歳 68 ▲ 536

1歳 1,030 ▲ 108

2歳 44 ▲ 997

3歳以上 0 ▲ 10,071

計 1,142 ▲ 11,712

【参考：年齢別内訳】
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５ 保育・教育における「量の見込み」の見直し案について

２ 教育（１号）について

「３歳以上の全ての子どもに教育・保育を保障する」という考え方を踏まえ、各年度

の３～５歳児の「推計児童数」と「保育に関する量の見込み」の差を、教育に関する

量の見込みとします。

【案】教育に関する「量の見込み」（全市）

ニーズ割合（R11） R9 R10 R11
当初計画 36.5% 26,063 25,314 24,561

中間見直し（案） 36.5% 22,500 22,445 24,054
差 ― ▲ 3,563 ▲ 2,869 ▲ 507

再掲：推計児童数（見直し後） 71,022 67,610 65,862
再掲：保育に関する量の見込み（中間見直し案） 48,522 45,165 41,808
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R9 R10 R11
給付認定区分 ３号 ２号 ３号 ２号 ３号 ２号

年齢 ０歳 １歳 ２歳 ３－５歳 ０歳 １歳 ２歳 ３－５歳 ０歳 １歳 ２歳 ３－５歳

量の見込み 5,934 13,481 14,644 48,522 5,778 13,789 14,326 45,165 5,622 14,095 14,009 41,808
82,581 79,058 75,534

確
保
方
策

認定こども園・保育所・幼稚園
・企業主導型保育事業 5,364 11,494 12,677 48,502 5,215 11,718 12,397 45,146 5,066 11,940 12,117 41,790

私学助成幼稚園 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地域型保育・横浜保育室 570 1,987 1,967 20 563 2,071 1,929 19 556 2,155 1,892 18

計 5,934 13,481 14,644 48,522 5,778 13,789 14,326 45,165 5,622 14,095 14,009 41,808
82,581 79,058 75,534

６ 保育・教育における「確保方策」の見直し案について

１ 保育（２号・３号）について

（１）「確保方策」（案）について

保育を必要とする児童が利用できるよう、引き続き、毎年度の待機児童ゼロを継続

するため「確保方策」を「量の見込み」と一致させます。

【案】保育に関する「確保方策」（全市）
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６ 保育・教育における「確保方策」の見直し案について

（２）量の見込みに対する確保方策（増加分：381人/年）

量の見込みが増加する区・年齢区分については、各エリアの実情に応じて、

次のとおり対応します。

・ 認可保育所の定員構成の見直しや幼稚園での長時間預かりなど、既存資源を

最大限活用して受入枠を確保します。

・ 既存資源の活用だけでは対応しきれない場合には、地域型保育事業を中心とした

施設整備を行います。

【参考：量の見込みの増加分に対する確保方策の内訳】

※確保方策の内訳については、予算編成等の過程で変動の可能性があります。

R9 R10 R11 計
量の見込み（増加分） 381 381 380 1,142

確
保
方
策

認定こども園・保育所・幼稚園
・企業主導型保育事業 280 279 278 837
私学助成幼稚園
地域型保育・横浜保育室 101 102 102 305

計 381 381 380 1,142
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６ 保育・教育における「確保方策」の見直し案について

（３）量の見込みに対する確保方策（減少分：▲3,904人/年）

量の見込みが減少する区・年齢区分については、利用ニーズに応じた適切な確保量

と施設の安定的な運営の確保を念頭に置きながら、次の取組を進めます。

・ 量の見込みや利用実態を踏まえた定員規模の見直しを進めます。実態に即した定

員に基づく公定価格単価が適用されることで、施設の安定的な運営につなげます。

・ 定員見直しに伴い余剰スペースが生じる場合には、多機能化等の取組を支援し、

施設の安定的な運営につなげます。

・ 運営の継続が困難な場合は、利用児童への影響を最小限に抑えるため、施設及び

運営法人の状況に応じた対応を行います。

・ 市有地貸付施設等で貸付期限が設定されている施設については、期限を見据えな

がら計画的に整理していきます。
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６ 保育・教育における「確保方策」の見直し案について

２ 教育（１号）について

（１）「確保方策」（案）について

計画策定時と同様、「確保方策」と「量の見込み」を最終年度（令和11年度）に

一致させるよう、認定こども園・施設型給付幼稚園で16,461人、私学助成幼稚園で

7,593人を確保します。

【案】教育に関する「確保方策」（全市）

中間見直し（案） 当初計画
R9 R10 R11 R9 R10 R11

量の見込み 22,500 22,445 24,054 26,063 25,314 24,561

確
保
方
策

認定こども園・保育所・幼稚園
・企業主導型保育事業 20,859 18,549 16,461 16,937 15,123 13,313

私学助成幼稚園 10,051 8,932 7,593 14,439 12,845 11,248
地域型保育・横浜保育室

計 30,910 27,481 24,054 31,376 27,968 24,561 92



＜対象者＞

保育所等に通っていない０歳６か月～満３歳未満のこども

＜利用時間＞

こども１人一月当たり10時間を上限

＜実施施設＞

保育所、認定こども園、小規模保育事業、家庭的保育事業、幼稚園、
地域子育て支援拠点、企業主導型保育事業、認可外保育施設、
児童発達センター等

※太字は横浜市で現在実施をしている施設

７ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）
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国の手引きの「量の見込み」の算出方法

◆「必要受入れ時間数」

＜基本的な算出式＞

必要受入れ時間数
定員一人１月当たりの受入れ可能時間数

（月176時間（８時間×22日））

対象年齢（０歳６か月～満３歳未満）の
未就園児数

月一定時間
（10時間）

必要受入れ時間数

×

＝

◆「必要定員数」

＜基本的な算出式＞（小数点以下切り上げ）

÷ ＝
月あたり
必要定員数

量の
見込み

７ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）

利用意向率
（90％）

×

アンケートによる
利用意向を反映
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本市の「量の見込み」の算出

７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度

①対象年齢※の未就園児数
※０歳６か月～満３歳未満 22,142人 20,961人 20,040人 20,346人 20,513人

②利用意向率 100% 90%

③利用児童数（①×②） 22,142人 20,961人 18,146人 18,422人 18,570人

④月一定時間 10時間

⑤必要受入れ時間数
（③×④） 221,420時間 209,610時間 181,460時間 184,220時間 185,700時間

⑥定員一人月当たりの
受け入れ可能時間数 176時間（８時間×22日）

⑦月当たり必要定員数
（⑤÷⑥）※ 1,258人 1,192人 1,055人 1,072人 1,081人

量の

見込み

※必要定員数は、区別に算定した数値を積み上げているため、合計値から算出した数値とは一致しません。

【参考】当初計画 1,258人 1,192人 1,208人 1,226人 1,246人

（▲153） （▲154） （▲165）
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７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度

必要定員数 1,258人 1,192人 1,055人 1,072人 1,081人

確保方策 151人 359人 602人 840人 1,081人

＋243 ＋238 ＋241

R11年４月までに必要枠数を整備するための各年度の必要整備枠数

本市の「確保方策」

量の
見込み

（実績） （予定）（見込み※） （予定） （予定）

※令和８年度の確保実績は現時点での数値であり、今後の公募等により、増加する可能性があります。
その場合は、令和９年度及び10年度における確保量は変動します。
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保育・教育に関する「量の見込み」及び「確保方策」（区別）

０歳 １歳 ２歳 ３－５歳 ３－５歳 ０歳 １歳 ２歳 ３－５歳 ３－５歳 ０歳 １歳 ２歳 ３－５歳 ３－５歳

０歳 27.1% 514 1,171 1,279 4,116 1,400 489 1,185 1,233 3,817 1,433 465 1,200 1,187 3,518 1,652

１歳 68.9% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 467 1,028 1,143 4,116 1,082 444 1,038 1,102 3,817 1,049 422 1,049 1,061 3,518 1,091

２歳 68.9% 私学助成幼稚園 557 540 561

68.0% 地域型保育・横浜保育室 47 143 136 0 45 147 131 0 43 151 126 0

32.0% 計 514 1,171 1,279 4,116 1,639 489 1,185 1,233 3,817 1,589 465 1,200 1,187 3,518 1,652

０歳 27.6% 430 997 1,067 3,400 1,055 424 1,013 1,037 3,211 1,101 418 1,028 1,007 3,022 1,269

１歳 68.6% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 389 869 940 3,400 719 384 881 914 3,211 681 379 892 888 3,022 647

２歳 68.6% 私学助成幼稚園 692 655 622

70.4% 地域型保育・横浜保育室 41 128 127 0 40 132 123 0 39 136 119 0

29.6% 計 430 997 1,067 3,400 1,411 424 1,013 1,037 3,211 1,336 418 1,028 1,007 3,022 1,269

０歳 28.9% 198 393 430 1,375 600 196 425 437 1,312 507 194 457 445 1,249 568

１歳 70.6% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 174 336 376 1,375 599 172 360 381 1,312 582 170 384 387 1,249 568

２歳 70.6% 私学助成幼稚園 0 0 0

68.8% 地域型保育・横浜保育室 24 57 54 0 24 65 56 0 24 73 58 0

31.2% 計 198 393 430 1,375 599 196 425 437 1,312 582 194 457 445 1,249 568

０歳 25.8% 191 432 474 1,468 700 178 415 442 1,385 700 164 398 410 1,302 693

１歳 62.3% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 160 356 398 1,468 424 149 342 371 1,385 377 137 328 344 1,302 250

２歳 64.9% 私学助成幼稚園 749 666 443

65.3% 地域型保育・横浜保育室 31 76 76 0 29 73 71 0 27 70 66 0

34.7% 計 191 432 474 1,468 1,173 178 415 442 1,385 1,043 164 398 410 1,302 693

０歳 26.0% 239 525 570 1,895 1,206 244 552 568 1,854 1,080 249 580 566 1,812 1,006

１歳 62.2% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 216 455 503 1,895 694 219 475 501 1,854 622 222 496 499 1,812 557

２歳 62.2% 私学助成幼稚園 561 502 449

64.3% 地域型保育・横浜保育室 23 70 67 0 25 77 67 0 27 84 67 0

35.7% 計 239 525 570 1,895 1,255 244 552 568 1,854 1,124 249 580 566 1,812 1,006

０歳 25.5% 311 718 790 2,669 1,338 288 704 737 2,433 1,308 266 690 684 2,197 1,366

１歳 63.0% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 290 612 677 2,669 1,155 269 600 632 2,433 1,001 248 588 587 2,197 987

２歳 63.0% 私学助成幼稚園 443 384 379

61.7% 地域型保育・横浜保育室 21 106 113 0 19 104 105 0 18 102 97 0

38.3% 計 311 718 790 2,669 1,598 288 704 737 2,433 1,385 266 690 684 2,197 1,366

０歳 24.8% 307 673 757 2,634 1,003 294 695 731 2,424 1,033 281 717 705 2,214 1,152

１歳 62.1% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 290 629 719 2,634 1,029 278 645 694 2,424 805 266 661 669 2,214 704

２歳 62.2% 私学助成幼稚園 656 513 448

65.8% 地域型保育・横浜保育室 17 44 38 0 16 50 37 0 15 56 36 0

34.2% 計 307 673 757 2,634 1,685 294 695 731 2,424 1,318 281 717 705 2,214 1,152

０歳 25.7% 337 820 892 3,114 1,427 336 847 892 2,914 1,464 335 874 891 2,715 1,593

１歳 63.4% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 292 682 749 3,114 1,675 291 702 749 2,914 1,456 290 722 748 2,715 1,157

２歳 63.4% 私学助成幼稚園 631 549 436

63.0% 地域型保育・横浜保育室 45 138 143 0 45 145 143 0 45 152 143 0

37.0% 計 337 820 892 3,114 2,306 336 847 892 2,914 2,005 335 874 891 2,715 1,593

０歳 27.1% 235 540 588 1,946 1,051 239 559 580 1,820 956 243 577 572 1,694 1,016

１歳 62.9% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 210 468 520 1,946 795 213 482 513 1,820 713 216 495 506 1,694 761

２歳 62.9% 私学助成幼稚園 266 239 255

62.5% 地域型保育・横浜保育室 25 72 68 0 26 77 67 0 27 82 66 0

37.5% 計 235 540 588 1,946 1,061 239 559 580 1,820 952 243 577 572 1,694 1,016

０歳 23.1% 246 522 610 2,067 948 219 525 584 1,914 949 191 527 558 1,762 1,024

１歳 60.5% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 244 492 582 2,067 1,268 217 494 557 1,914 1,068 189 495 532 1,762 1,024

２歳 62.8% 私学助成幼稚園 0 0 0

63.3% 地域型保育・横浜保育室 2 30 28 0 2 31 27 0 2 32 26 0

36.7% 計 246 522 610 2,067 1,268 219 525 584 1,914 1,068 191 527 558 1,762 1,024

０歳 28.4% 803 1,762 1,864 5,849 1,961 798 1,834 1,846 5,487 1,970 792 1,906 1,828 5,125 2,186

１歳 71.9% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 727 1,507 1,626 5,832 1,613 722 1,561 1,610 5,471 1,504 717 1,615 1,594 5,110 1,813

２歳 71.9% 私学助成幼稚園 332 309 373

70.1% 地域型保育・横浜保育室 76 255 238 17 76 273 236 16 75 291 234 15

29.9% 計 803 1,762 1,864 5,849 1,945 798 1,834 1,846 5,487 1,813 792 1,906 1,828 5,125 2,186

０歳 27.4% 296 651 690 2,366 1,205 292 657 672 2,120 1,160 288 663 654 1,874 1,233

１歳 63.7% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 281 519 555 2,366 1,176 277 523 541 2,120 1,049 273 527 527 1,874 721

２歳 63.7% 私学助成幼稚園 836 746 512

60.3% 地域型保育・横浜保育室 15 132 135 0 15 134 131 0 15 136 127 0

39.7% 計 296 651 690 2,366 2,012 292 657 672 2,120 1,795 288 663 654 1,874 1,233

０歳 24.0% 431 1,016 1,090 3,779 2,200 423 1,048 1,083 3,525 2,215 416 1,080 1,075 3,271 2,363

１歳 60.5% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 380 859 923 3,779 2,546 373 883 917 3,525 2,242 367 907 910 3,271 1,808

２歳 60.5% 私学助成幼稚園 781 688 555

58.1% 地域型保育・横浜保育室 51 157 167 0 50 165 166 0 49 173 165 0

41.9% 計 431 1,016 1,090 3,779 3,327 423 1,048 1,083 3,525 2,930 416 1,080 1,075 3,271 2,363

０歳 26.0% 370 871 935 3,057 1,564 355 877 910 2,738 1,565 341 883 885 2,420 1,710

１歳 64.6% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 343 765 833 3,054 1,891 329 769 811 2,735 1,627 316 773 789 2,417 1,068

２歳 64.6% 私学助成幼稚園 1,135 977 642

58.6% 地域型保育・横浜保育室 27 106 102 3 26 108 99 3 25 110 96 3

41.4% 計 370 871 935 3,057 3,026 355 877 910 2,738 2,604 341 883 885 2,420 1,710

０歳 25.0% 485 1,111 1,186 3,875 2,122 450 1,106 1,149 3,578 2,190 414 1,101 1,113 3,281 2,251

１歳 64.4% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 433 900 972 3,875 873 402 896 942 3,578 798 370 892 912 3,281 839

２歳 64.4% 私学助成幼稚園 1,469 1,344 1,412

59.3% 地域型保育・横浜保育室 52 211 214 0 48 210 207 0 44 209 201 0

40.7% 計 485 1,111 1,186 3,875 2,342 450 1,106 1,149 3,578 2,142 414 1,101 1,113 3,281 2,251

０歳 24.9% 157 377 410 1,374 982 161 397 415 1,292 930 165 417 421 1,209 896

１歳 62.3% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 133 290 323 1,374 1,035 136 305 326 1,292 916 139 320 330 1,209 896

２歳 62.3% 私学助成幼稚園 0 0 0

57.4% 地域型保育・横浜保育室 24 87 87 0 25 92 89 0 26 97 91 0

42.6% 計 157 377 410 1,374 1,035 161 397 415 1,292 916 165 417 421 1,209 896

０歳 24.8% 238 542 597 2,031 905 236 568 599 1,910 1,010 234 593 600 1,789 1,173

１歳 59.0% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 211 468 524 2,031 1,294 209 487 525 1,910 1,207 207 505 525 1,789 1,079

２歳 59.0% 私学助成幼稚園 112 105 94

60.4% 地域型保育・横浜保育室 27 74 73 0 27 81 74 0 27 88 75 0

39.6% 計 238 542 597 2,031 1,406 236 568 599 1,910 1,312 234 593 600 1,789 1,173

０歳 23.5% 146 360 415 1,507 833 156 382 411 1,431 874 166 404 408 1,354 903

１歳 56.1% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 124 259 314 1,507 991 131 275 311 1,431 852 138 291 309 1,354 491

２歳 56.1% 私学助成幼稚園 831 715 412

60.0% 地域型保育・横浜保育室 22 101 101 0 25 107 100 0 28 113 99 0

40.0% 計 146 360 415 1,507 1,822 156 382 411 1,431 1,567 166 404 408 1,354 903

０歳 26.1% 5,934 13,481 14,644 48,522 22,500 5,778 13,789 14,326 45,165 22,445 5,622 14,095 14,009 41,808 24,054

１歳 64.7% 認定こども園・保育所・施設型給付幼稚園・企業主導型保育事業 5,364 11,494 12,677 48,502 20,859 5,215 11,718 12,397 45,146 18,549 5,066 11,940 12,117 41,790 16,461

２歳 64.8% 私学助成幼稚園 10,051 8,932 7,593

63.5% 地域型保育・横浜保育室 570 1,987 1,967 20 563 2,071 1,929 19 556 2,155 1,892 18

36.5% 計 5,934 13,481 14,644 48,522 30,910 5,778 13,789 14,326 45,165 27,481 5,622 14,095 14,009 41,808 24,054

全
市
合
計

量の見込み

確
保
方
策

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
(1号)

3-5歳(2号)
 (1号)

3-5歳(2号)
(1号)

都
筑
区

量の見込み

確
保
方
策

泉
区

量の見込み

確
保
方
策

瀬
谷
区

量の見込み

確
保
方
策

旭
区

量の見込み

確
保
方
策

戸
塚
区

量の見込み

確
保
方
策

栄
区

量の見込み

確
保
方
策

港
北
区

量の見込み

確
保
方
策

緑
区

量の見込み

確
保
方
策

青
葉
区

量の見込み

確
保
方
策

２号 １号

磯
子
区

量の見込み

確
保
方
策

金
沢
区

量の見込み

確
保
方
策

神
奈
川
区

量の見込み

確
保
方
策

西
区

量の見込み

確
保
方
策

量の見込み

確
保
方
策

南
区

量の見込み

確
保
方
策

区 年齢
ニーズ
割合

港
南
区

量の見込み

確
保
方
策

保
土
ケ
谷
区

量の見込み

確
保
方
策

中
区

年齢

鶴
見
区

量の見込み

確
保
方
策

３号２号 １号
11年度

給付認定区分
9年度 10年度

２号 １号３号３号

別紙１ 
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Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度

量の見込み 286 293 256 265 273

確保方策 28 101 147 207 273

量の見込み 478 478 439 424 408

確保方策 25 133 248 332 408

量の見込み 494 421 360 383 400

確保方策 74 171 207 301 400

量の見込み 20 21 17 18 19

確保方策 2 7 10 14 19

量の見込み 30 31 30 30 29

確保方策 2 9 17 23 29

量の見込み 27 25 22 25 27

確保方策 4 10 12 20 27

量の見込み 18 19 17 18 18

確保方策 2 6 10 14 18

量の見込み 24 25 28 27 26

確保方策 1 7 16 21 26

量の見込み 25 19 20 24 26

確保方策 4 8 11 19 26

量の見込み 9 9 8 8 8

確保方策 1 3 5 6 8

量の見込み 15 15 13 11 10

確保方策 1 4 7 9 10

量の見込み 9 12 10 10 10

確保方策 1 5 6 8 10

西区

０歳児

１歳児

２歳児

指標（単位） 人（月当たり)

鶴見区

神奈川区

年度

全市

０歳児

１歳児

２歳児

２歳児

０歳児

１歳児

２歳児

０歳児

１歳児

本市事業 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度)

乳児等通園支援事業に関する「量の見込み」及び「確保方策」（区別）

対象年齢 ０歳６か月～満３歳未満（保育所等に通っていないこども）

別紙２ 
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Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度

量の見込み 9 9 7 8 9

確保方策 1 3 4 6 9

量の見込み 15 15 11 12 13

確保方策 1 4 6 9 13

量の見込み 13 12 10 10 12

確保方策 2 5 6 8 12

量の見込み 13 14 13 13 13

確保方策 1 5 7 10 13

量の見込み 23 23 22 20 19

確保方策 1 6 12 16 19

量の見込み 25 20 17 16 17

確保方策 4 8 10 13 17

量の見込み 17 17 12 13 14

確保方策 1 6 7 10 14

量の見込み 31 30 20 21 21

確保方策 2 8 11 16 21

量の見込み 28 27 17 17 19

確保方策 4 11 10 13 19

量の見込み 14 15 13 14 15

確保方策 1 5 7 11 15

量の見込み 25 26 25 24 23

確保方策 1 7 14 19 23

量の見込み 28 22 15 20 21

確保方策 4 9 9 16 21

量の見込み 17 17 15 15 15

確保方策 1 6 9 12 15

量の見込み 28 27 31 30 28

確保方策 2 8 18 23 28

量の見込み 35 26 27 27 27

確保方策 5 11 15 21 27

量の見込み 13 13 11 11 10

確保方策 1 4 6 9 10

量の見込み 24 23 20 19 18

確保方策 1 6 11 15 18

量の見込み 22 21 12 16 16

確保方策 3 9 7 13 16

２歳児

０歳児

１歳児

０歳児

１歳児

２歳児

０歳児

１歳児

保土ケ谷区

旭区

南区

港南区

第３期計画

０歳児

１歳児

２歳児

０歳児

１歳児

２歳児

２歳児

磯子区

０歳児

１歳児

２歳児

中区
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Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度

量の見込み 11 12 9 11 12

確保方策 1 4 5 9 12

量の見込み 23 22 18 18 18

確保方策 1 6 10 14 18

量の見込み 21 20 15 16 17

確保方策 3 8 9 13 17

量の見込み 30 32 31 31 32

確保方策 3 11 18 24 32

量の見込み 43 45 49 45 41

確保方策 2 13 28 35 41

量の見込み 46 35 33 37 38

確保方策 7 14 19 29 38

量の見込み 14 14 12 12 13

確保方策 1 5 7 9 13

量の見込み 25 25 20 20 20

確保方策 1 7 11 16 20

量の見込み 28 23 17 18 19

確保方策 4 9 10 14 19

量の見込み 26 26 24 24 24

確保方策 4 11 14 19 24

量の見込み 43 43 41 39 38

確保方策 2 12 23 31 38

量の見込み 45 40 35 36 37

確保方策 7 16 20 28 37

量の見込み 18 19 16 16 17

確保方策 2 6 9 13 17

量の見込み 30 30 24 23 23

確保方策 2 8 14 18 23

量の見込み 33 28 25 27 28

確保方策 5 11 14 21 28

量の見込み 21 22 19 21 23

確保方策 2 7 11 16 23

量の見込み 38 38 31 32 32

確保方策 2 11 18 25 32

量の見込み 44 36 32 30 31

確保方策 7 15 18 23 31

０歳児

１歳児

２歳児

１歳児

２歳児

青葉区

港北区

緑区

金沢区

第３期計画

２歳児

０歳児

１歳児

０歳児

１歳児

２歳児

０歳児

都筑区

戸塚区

２歳児

０歳児

１歳児

０歳児

１歳児

２歳児
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Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度

量の見込み 11 10 9 9 9

確保方策 1 3 5 7 9

量の見込み 18 18 12 11 10

確保方策 1 5 7 9 10

量の見込み 22 17 15 15 15

確保方策 3 7 9 12 15

量の見込み 13 13 13 13 13

確保方策 2 5 7 10 13

量の見込み 22 22 26 25 23

確保方策 1 6 15 20 23

量の見込み 23 20 19 22 22

確保方策 4 8 11 17 22

量の見込み 12 11 10 10 9

確保方策 1 4 6 8 9

量の見込み 21 20 18 17 16

確保方策 1 6 10 13 16

量の見込み 20 18 19 17 18

確保方策 3 7 11 13 18

※令和７年度及び令和８年度の数値は、中間見直しの対象外であり、当初計画の数値を記載しています。

２歳児

０歳児

１歳児

０歳児

１歳児泉区

瀬谷区

栄区

第３期計画

２歳児

０歳児

１歳児

２歳児
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